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For the Chubu region， this paper makes a feasibility study 

on commuter air lines that see皿 todevelop more and aore 

in future. 

At first， the social conditions for introducing of commuter 

air lines are catched. 

Secondly， passenger's demand for commuter air lines 

are forcasted by using Gravity Model. 

Fina11y， on the basis of the above， a feasibi1ity study on 

two cases of the ring commuter air line in the Chubu Region is 

discussed from an economical point of view. 

1.はじめに

245 

我が国では，高度な情報化社会を迎えるにあたって..人々の交通に対する高速性志向は一層の高

まりを見せているO 産業や余暇などの活動圏も，キャパシティを超えて膨脹した大都市から地方に

展開する兆しを見せ，ハイモピリティ社会の到来に対応すベく高速交通体系の整備は，全国的なネッ
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トワークを目指し進められている。しかし山地や離島の多い我が国において陸上交通機関による

整備には限界があり，未だ高速交通空白地域と呼ばれる幹線高速交通の利便を享受することの困難

な地域が存在し地域格差を生み出しているのが現状である O このような状況下で，地形的制約を

受けず手軽に高速移動の可能なコミューター航空がクローズアップされてきている。しかしながら，

事業規制，空港問題，航空会社の採算性等の問題を抱え実際の適応は遅れているD

本研究では，コミューター航空システムを中部圏に開設する際の旅客需要を予測し諸問題の中

から特に事業団体の採算性にスポットを当て，その実現可能性を検討していくものである口

注. 週幅省資料により作成
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図-1 新幹線，空港への接近性(東北，上越新幹線開業時)

2 .高速交通体系の整備状況

2.1 中部圏における交通体系の整備状況

本研究では， コミューター航空開設の対象地域を中部圏と設定するが，研究対象となる中部各府

県は以でに示す 1府10県である。

1新潟県 2富山県， 3石川県 4福井県 5山梨県 6長野県 7岐車県 8静岡県， 9愛知

県， 10三重県， 11大阪府。

(11大阪府は中部圏ではないが，中部圏への影響}Jを考目撃し対象地域として扱うこととする口)

中部圏は，地域的に日本海側，内陸部，太平洋側の三地域に分かれ，各地域は独自に連携してい

る。このように地域が三分されるのは，中央に大きな山岳地帯を有し，中部閤域内交通の障害となっ

ているためで、ある。昭和59年度における中部圏域内の全機関による旅客輸送状況を示すと図-2の

ようになるが， これには前述の地域連携の現状が顕著に現われる。太平洋側では，岐車，静岡，愛

知，三重の 4県が 2千万人/年以上の相互旅客輸送量で，愛知を中心とする東海地方を形成し， 日
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本海側は，富山，石川，福井の連携が強く，いわゆる北陸3県を形成している。新潟県は距離的に

他地域とは遠く離れており，中部各県とのつながりは弱い。また，山梨，長野においては，隣接す

る県との聞に輸送量が見られるものの，この 2県は中部圏よりもむしろ関東との結びつきが強いと

いう状況である。

中部圏の諸地域がこのように不均衡な連携を行うのは，先の地理的性格に起因する圏域内の総合

的な高速交通体系整備の遅れが大きな原因である。中部圏における一連の交通体系は，東海道新幹

線，東名，名神，中央および，北陸自動車道を中心とする東西方向への整備は比較的進んでいるが，

中部諸県の一体的な交流を促すに不可欠な南北方向，つまり，太平洋側，内陸部，日本海側を結ぶ

高速交通はほとんど整備されていない口このため，特に日本海側から太平洋側へ移動する際，諸交

通のサービス水準は大きく低下し両者の交流を著しく阻害し地域格差すら生み出しているのが

現状である。

〈鉄道〉

鉄道は最も一般的な交通機関であり利用者は多いが，中部圏における新幹線の整備状況は，東海

道新幹線，上越新幹線(一部)の 2本のみであり，全体的には在来線に依存する割合が高く，特に日

本海側のサービス水準は低い。 たとえば福井一新潟聞は4時間55分と時間距離は大きい。(図-3) 

〈自動車〉

高速自動車道は，東名，名神，中央，北陸が存在し東西方向にはほぼ整備が完了しているが南

北方向の整備はほとんどされていない。東海北陸自動車道の整備が期待される口 (図-4) 
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図-2 昭和59年度府県間相互旅客輸送人員図(全機関)



248 

在.11-ーーーー
fi静.-

d 

図-3 中部盟主要鉄道ネットワーク(昭和59年)
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図-4 中部圏主要自動車道ネットワーク(昭和59年)



く航空(定期便))

航空機は直行性，機動性に優れ

地形的制約を受けずに短時間で移

動することが可能であるが，中部

圏域内相互の定期便は，大阪一新

潟，大阪一松本，名古屋一新潟聞

の3路線しか就航していない口

2.2 コミューター航空の導入

中部各県では，現在中部圏域内

における高速交通ネットワークを

補完し当地域の目指す南北交流

の促進や主要都市間相互連携の強

化を図る交通機関として，小型航

空機によるコミューター航空シス

テムがクローズアップされてきて

おり，その導入検討がされ始めて

いる。航空輸送は，他の陸上交通

機関とは異なる特性をいくつか有

しているが，中部圏に適用する際

には，その中で高速性，直行性が

導入の大きなポイントとなってい

る。

また，中部聞には空港が7ケ所

も存在するにもかかわらず，圏域

内相互の定期便は3路線のみであ

図-5 近畿圏航空ネットワーク構想図
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る。その中には，福井空港のように昭和51年4月以降定期便の就航がない空港さえ存在する D 中部

圏のコミューター航空導入の動きは，莫大な投資が必要な社会資本の有効利用という観点からも非

常に有意である。

現在我が国のコミューター航空は， 日本近距離航空， 日本エアコミュータ一等の 7社(昭和61年

現在)によって運営されており，主に離島聞に展開しているが，社会路線であるため「足」として

定着してはいるものの，多くの需要が見込めず自治体から助成を受けているのが現状である。そこ

で，多くの需要が見込めるフィーダ一路線や都市間路線，産業路線等の多様なネットワークを展開，

実現することが急務となっている。

図-5はコミューター航空システム導入の一例で，経済界からの提案によって近畿の各自治体が

導入の検討を行っている構想を総括したものである。これは， コミューター航空システムを，幹線

へのフィーダーサーピスと近畿圏の地域整備計画とを組み合わせ，広域的にネットワーク化すると

いう構想で，僻地対策としての社会路線，臨空港産業，地場産業を対象とした産業路線，あるいは

各所を短時間で巡回できる観光路線等，ニーズに対応した多様な路線で構成されている D
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3 .需要予測

ここで，中部圏にコミューター航空を開設する際の基本的考察として，開設年度を昭和65年度と

定め，その時点において如何程の需要量を見込み得るかを把握するため，需要予測を行う D

3.1 モデルの構築

本研究におけるコミューター航空の需要予測は新設路線であるため，過去の輸送実績がなく，成

長率法等の経年的傾向分析による方法では不可能である口そこで，構造モデル(グラピティモデノレ)

を構築し競合する交通機関である JRの需要予測を行う D そして，所要時間による機関分担関係

を考慮し算出された転換需要量をコミューター航空の予測需要量として扱うものである D

モデルは以下のような地域ポテンシャルと時間距離を考憲したグラピティタイプのモデルである。

(Mi・Mj)β
Tij=Kij・ Dijα

表-1 入力した諸データ

地域間流動旅客数

内 容 |単位略号

被• 

Tij 各地域県閣の相互旅客輸送人員数 人 旅客地域流動調査:運輸省

地域間距離 .説明変数

略号 内 ~ 才・ 単位 出 典

各地域聞を国鉄で移動した場合 国鉄監修時刻表

Dlij の最短所要時間距離 分 :日本交通公社編

各地域聞を国鉄最短時間で移動

D2ij する場合のコスト 円 同 上

各地域聞を国鉄最短時間で移動

D3ij する場合の路線距離 km 同 上

地域ポテンシャ Jレ .説明変数

略号 内 ~ 才 単位 出 典

PO 総 人 ロ 人 日本都市年鑑

MA  男 性 人 口 人 同 上

S F E U 
女 性 人 口 人 同 上

総 面 積 km 同 上

NH 世 帯 数 人 同 上

NHH 世 帯 人 員 人 同 上

DPO 昼 間 人 口 人 国勢調査報告

NPO 夜 間 人 口 人 同 上

DID D I D 人 口 人 都市計画年報

IPH 一世帯あたり所得 円 日本都市年鑑

IPC 一人あたり所得 円 同 上

FN 製造業事業所数 箇所 民力 :朝日新聞編

RN 小売業庖舗数 箇所 同 上

1 S 製造業出荷額 円 日本都市年鑑

RS 小売業年問販売額 円 民力 :朝日新聞編

ws 却売業年間販売額 円 事業所統計

ES 飲食業庖舗数 箇所 同 上

CO 自動車保有台数 ιEZ h 日 本都市年鑑

OG 発生交通量 人 旅客地域流動調査:運輸省

DS 集中交通量 人 旅客地域流動調査:運輸省

注. 各出典データとも昭和57年、昭和59年両年を使用した。
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ここで Tij ， j地域間流動旅客数

Mi' Mj ，j地域のポテンシャル

Di j i，地域距離

Kij，α，s :パラメーター

表-1は，地域間流動旅客数，地域ポテンシャル，地域間距離の各データである口適合性の高い

モデノレを構築するため，説明変数である地域ポテンシャル，地域間距離には，それぞれ3種類， 20 

種類のデータ，昭和57年，昭和59年両年のものを使用した。

Kij，α， sの係数を求めるため，表-1のデータを入力し重回帰分析を行った。その分析結

果を表-2に記す。モデルは地域間距離の区別により 3種に分け，各々を 1.時間距離モデル，

II.コストモテ*ル， III.路線距離モデルと呼ぶ口得られたモデルをF検定し，モデルの有意性を検討

したところ，自由度(2.52)においてα(有意水準)=0.01のときF=5.01となり，ほぽ総てのモデル

がこれを満たすという結果が得られた。 F値の高いモデルは，地域ポテ γシャルが人口系と交通量

系のものが多い。昭和59年モデルの上位のものを挙げると 1モデルで、はNo.19発生交通量， No. 7昼

表-2 重回帰分析結果表

1.時間iI!腿モデル D.コストモデル m.路線 m蔵モデル
棟宣告偏回帰係数 F R 標準偏回帰係数 F R 標惣偏回帰係数 F R 

日1 問 D2 PO D3 PO 

11 -0.43426 0.57642 41.15416 0.78284 11 -0.47461 0.70917 48.94258 0.80813 -0.47979 0.68371 50.47378 0.81244 

MA MA MA 

-0.43456 0.57796 41.47485 0.78401 ~ -0.47488 0.71044 49.32592 0.80922 ー0.48010 0.68505 50.89333 0.81.355 

FE FE FE 

3 -0.43339 0.57823 41.48719 0.78405 3 -0.47426 0.71082 49.46693 0.80962 -0.47908 0.6851'7 50.94936 0.81370 

SU SU SU 

41 -0.48886 0.34298 17.82967 0.63780 41 -0.39852 0.41901 12.92035 0.57617 4・0.42968 0.40452 14.47630 0.59804 

NH NH NH 

~ -0.44331 0.56235 38.77976 0.77372 ~ -0.47806 0.69547 44.89752 0.79578 51 -0.48569 0.67133 46.78457 0.77443 

NHH NHH NHH 

a -0.54462 -0.21925 13.38451 0.58296 a -0.44038 -0.27905 7.86576 0.48194 a -0.48581 -0.28520 9.78449 0.52290 

DPO 日間 DPO 

-0.43000 0.58418 42.58706 0.78798 -0.47211 0.71581 51.13557 0.81421 -0.47504 0.68902 52.24153 0.81713 

N問 NPO NPO 

-0.44016 0.55681 37.69764 0.76930 81 -0.47882 0.69341 44.32522 0.79391 -0.48077 0.66491 45.16047 0.77253 

DID DID DID 

-0.47221 0.57149 41.31834 0.78344 !J -0.50299 0.70441 46.43429 0.80066 g ・0.51427 0.68311 49.43784 0.80953 

IPH IPH IPH 

1Q -0.54840 -0.03755 10.78205 0.54142 ~Q -0.40150 -0.02145 4.83639 0.39603 10・0.44757 -0.02814 6.29324 0.44145 1 

I陀 IPC IPC 

0.26323 14.20697 0.59443 -0.32127 0.34526 9.62161 0.51972 11・0.37325 0.34049 11.43860 0.55275 

FN FN FN 

-0.39592 0.54835 34.70098 0.75609 件21-0.44907 0.68751 43.55840 0.79134 1 ・0.43643 0.64970 41. 74892 0.78500 

RN RN RN 

13 -0.43749 0.56664 39.37962 0.77609 13 -0.48107 0.70437 47.28633 0.80326 1~ ・ 0.47805 0.67253 47.24651 0.80314 

IS IS IS 

141 -0~46364 0.51274 31.62923 0.74084 141 -0.48426 0.64826 34.29375 0.75417 141 -0.49543 0.62538 36.23591 0.76304 

RS RS RS 

l51 -0.45222 0.55280 37.35911 0.76788 H 酬0.48823 0.69034 43.21989 0.79018 lE・0.49217 0.66303 44.47626 0.79441 

IIS IIS IIS 

16・0.42612 0.56664 38.97764 0.77451 ~6 ・0.46028 0.69530 45.36157 0.79728 1a -0.46185 0.66712 45.96836 0.79921 
回

0.E6S 8725 
ES 

-0.43989 0.55197 36.86344 0.76577 17¥ -0.47550 42.84165 0.78887 1 ・0.47099 0.65378 42.53666 0.78781 

co co co 
181 -0.41069 0.58393 41. 70711 0.78485 u ・0.44411 0.70560 48.69615 0.80742 18・0.44860 0.68027 49.76515 0.81045 

間 加 OG 

-0.33230 0.61029 42.60817 0.78806 19 -0.31037 0.68490 42.10917 0.78630 19 -0.30780 0.66170 41.41783 0.78380 

凶 DS DS 

匝Q-0.33695 0.57362 35.83604 0.76127 ~O ・0.31989 0.65614 36.08499 0.76238 2Q -0.31442 0.63002 立5.19693 0.75838 
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間人口， No.18自動車保有台数， IIモデルで

はNo.7昼間人口， No. 3女性人口， No. 2男性人 表ー3 需要予測結果表

口， mモデルではNo.7昼間人口， No. 3女性人
口， No. 2男性人口となる口まず，交通量系の

F値が高いのは，被説明変数が各地域間の発

生交通量と集中交通量の総数であることから

妥当であるといえる o 人口系，特に昼間人口

はいづれのモデルにも上位に表われるが， こ

れは各地域の都市の活力，魅力の高さを示し

交通の発生・集中を促すことを反映している

からである白

予測に使用するモデルは候補モデルの中か

ら，上昇する時間価値の影響力を考意し時間

距離と，都市力を反映する昼間人口を説明変

数に持つ以下のような昭和59年度時間距離モ

テツレNo.7を選択した。

(Mi・Mj)s 
T1J=Ki j DB jα 

Ki j = 9.80340 

α=ー0.43000

s = 0.58418 

Mi' Mj ，j地域の昼間人口

Di j ， j地域聞の時間距離

3.2 コミューター航空需要予測

構築したモデルに予測対象年度の昼間人口

と時間距離を入力し機関分担率を乗じて中

部圏におけるコミューター航空の予測需要を

算出した。(表-3，表-4) 

予測区間

2 
3 
4 
5 

1 6 
7 
a 
g 
10 
11 

z 3 
2 4 
2 5 
2 6 
2 7 
2 s 
2 s 
2 10 
2 11 
3 4 
3 5 
3 s 
3 7 
3 a 
3 g 
3 10 
3 11 
4 s 
4 6 
4 7 
4 a 
4 g 
4 10 
4 11 
5 E 
5 7 
5 8 
5 g 
5 10 
5 11 
E 7 
s 畠
6 g 
E 10 
s 11 
7 a 
7 g 
7 10 
7 11 
a g 
8 10 
8 11 
g 10 
g 11 
10 11 

昭和59年度
昭図録和予6測5年値度

国鉄実銀信

851.4 925.2 
397‘1 470.1 
163.3 177.4 
2B.6 45.4 
1115.5 1136.3 
56.1 54.3 
163.7 245.3 
207.4 232.2 
3.6 4.7 
355.1 436.4 
4026.0 4524.1 
22日.7 219.8 
7.4 13.5 
190.7 468.3 
352.2 340.1 
70.8 106.1 
419.4 632.4 
I.B 3.1 
73B.l 935.2 
2030.6 2061.7 
6.0 9.9 
135.4 316.3 
141. 5 144.4 
107.3 198.9 
701.8 687.5 
3.4 6.6 
1556.5 2206.2 
4.7 7.2 
99.9 217.0 
110.1 107.2 
98.7 199.4 
496.5 998.5 
1.8 39.1 
1232.5 1890.5 
973.5 1053.4 
14.9 10.5 
1091.5 1445.1 
135.7 143.6 
0.3 0.4 
54.2 59.5 
777.4 724.7 
333.7 678.0 
177日.0 2763.0 
12.1 22.2 
477.S 704.8 
282.7 558.6 

26194.0 38201.6 
21.5 39.6 

1139.1 1862.0 
10095.1 33987.5 
12.0 361.9 
1947.2 5334.1 
625.4 1498.0 

4686.9 16315.1 

467.7 1437.3 

航空分担率

9.0 
13.3 
19.3 
15.4 
13.5 
50.1 
12.8 
15.5 
49.9 
52.8 
0.0 
1.3 
50.4 
11.4 
12.9 
18.3 
11.0 
16.0 
12.7 
0.0 
56.4 
15.8 
8.5 
13.8 
12.4 
11.5 
8.4 
51.9 
49.1 
3.0 
8.0 
1.4 
5.9 
2.9 
0.7 
16.1 
4.5 
11.4 
16.5 
49.1 
9.9 
8.0 
5.5 
10.3 
13.5 
2.6 
0.0 
0.7 
1.1 
O.日
3.目
6.0 
0.0 
0.0 
3.9 

表-4 昭和65年度府県間旅客輸送人員予測OD表(コミューター航空)

昭和65年度 国鉄
航空予劃僅 所要時間

82.8 190 
62.5 235 
34.2 295 
7.0 256 

1523S..9 4 237 310 
30.7 230 
36.0 257 
2.3 308 
230.4 337 
0.0 45 
2.8 105 
6.8 313 
53.6 216 
43.9 231 
19.4 285 
69.3 211 
0.5 262 
118.9 229 
0.0 60 
5.6 373 
49.9 260 
12.2 185 
27.4 240 
85.4 226 
0.8 217 
184.9 184 
3.7 328 
106.6 300 
3.2 125 
16.0 180 
13.5 106 
2.3 11527 4 
55.0 
7.1 98 
1.7 263 
65.2 142 
16.4 216 
0.1 267 
29.2 3日日
71.8 200 
54.3 1.80 
152.1 153 
2.3 204 
95.1 237 
14.8 121 
0.0 47 
日.3 98 
20.4 103 
0.0 74 
10.8 125 
318.1 158 
0.0 51 
0.0 84 
55.8 135 

単位:千人
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この結果，時間距離の長い区間(新潟一大阪， 23万人/年)に多くの需要が見込まれ，特に日本海

側に10万人/年以上の需要が見込まれる地域が多いことが判った。また社会の変容に伴い今後も時

間価値は大きく上昇すると予測され，予測対象年度以降も需要量は拡大していくものと思われる。

4 .フィージビリティスタディ

中部圏におけるコミューター航空の予測需要をふまえ，中部圏に，圏域内の一体的交流を考慮し

た環状型式のコミューター航空路線を設定しこれを運営する場合の実現可能性を検討する口その

基本的な手順を図← 6に示す。また運航の条件は次の項目に従う o

1.路線は基本的に環状とする。

2. 目的地へは路線上の最短経路を通って到達させる。

3.航空機平均速度は300km/hとする。

4.空港停留時間は 1空港につき20分必要とする D

4.1 運航計画

(1)路線計画

まず， コミューター航空を運航

する路線，空港に関する基本的な

設定を行う。前述のとおり，対象

地域には7ケ所の空港が存在する。

そこで既存空港を利用し地理的

性格や高速交通機関の整備状況を

考慮して，以下の2ケースの航路

を定めた。

図-6 フィジピリティスタディのフロー

O航路 1

拠点空港を大阪国際空港とし

日本海側に新潟空港，富山空港，

福井空港の 3空港，内陸部には松

本空港を定め，この5空港を環状

に航行する。

O航路2

拠点空港を名古屋空港に定め，

日本海側，内陸部の空港は航路 1

と同様。

(2) 運航計画

ここでは，先に算出した需要量

を設定した路線上に配分しこれ

に伴う運航計画を立案するo 運航

計画の良否はコスト面に大きな影

響を及ぼすため，需要に応じた柔

飛行渇費

運航運送管理費

旅客サービス費

保険料

盤償費
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d 

100-200 一一一-
200-300 田ー田E・
300-400 ・・・・・・400- _ 

単位:千人

図-7 中部環状コミューター航空旅客輸送人員予測図

軟な計画の立案が必要である O 配

分した需要量を見ると航路 1では

新潟一長野一大阪聞が年間40万人

以上，航路2では新潟一長野一愛

知聞が年間20"'-'30万人と区間によ

り必要座席数に偏りが生じており，

座席利用率の低下を防ぐため，こ

れらの区間に限っては往復路線を

設定した。 (表-5，図-7) 

昭和60年にコミューター航空輸

送に関する実施承認基準が改正

(座席数が19席から60席に拡大さ

れた。)されたため，需要に合わ

せたより有利な使用機材選択を行

表-5 路線別旅客需要

航路 1

区間 距離 需要/日 輸送人員・km

1-2 214km 266人 48364 

1-4 324km 93人 30123 

1-6 216km 420人 90720 

1-11 492kll 631人 310452 

2-4 1l0ko 7人 770 

2-6 330km 146人 48180 

2-11 276kl1l 325人 89700 

4-6 442kl1 292人 129064 

4-11 166kll 150人 24900 
トー一一一一一ト一一一一

6-11 276kll 260人 71760 

nt 844042 

航路 2

区間 距離 需要/日

1-2 214km 266人

1-4 324km 93人

1-6 216km 420人

1-9 354km 99人

2-4 1l0km 7人

2-6 330km 146人

2-9 224km 189人

4-6 252k回 292人

4-9 114k聞 36人

6-9 138km 416人

輸送人員"km

48364 

30123 

90720 

35046 

770 

48180 

42336 

73584 

4101 

57408 

421344 

うことが可能となった口ここでは，中部環状コミューター航空に使用する機材を改正後の基準にもとづ

いて選択するが， その機材は，空港制約，航行条件等によって以下の項目を満たすことが必要であ

る。
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表-6 地域航空用機材の仕様と諸元 40"-'60席機

CN-235 ATR-42-2∞ BAe-748・2B DHC-7 ト27・2∞ 7*ッカ 50 
スパ 748 ダカッナシダュ7 フレオγラドγシダップ

スト|双ZOベ7発zテイ#・，ヲタγFル(/ーC・イAエBボAγレlプ9ZドJトロbネュ9ツニ，シオ9プア} 

フラ γス/イタリア

務グ-ーJト三Rza当鍛a7-完MLrヲ5担ーー

オラ γダ

ヱ70 1.パジ ~Iポ~Iプ17ロ~ ~ 97 デ."ピヲYト・カナダ フ*ッ京カヲー百 フォ鵠ミ

4プ予発ヲ・ト9晶串イポ，プトユロー主フナプダ
双発・タ ップ

双プラ発タ・トタuイヲトょユーカッTプF ロールス・ロイ λ 双プラ発，・トタuィ，トニー調ッナプダ
CT7-7 w{  120 Pr6A一回

F“ト2R4E2d5坐-.0M些6r邸L-7R 
W{-124 

1占21盟.3企53E 
1.8∞shp 

1420塑.5些4旦 2425笠.1坐9E 26.30 
25.81 27.05 31.23 28.35 29.∞ 29.∞ 
8.18 7.坊6 7.57 7.98 8.50 8.ω 
3.6 6.0 5.5 4.26 4.16 5.47 
9.65 13.85 14.17 12.04 14.46 15.96 
2.70 2.57 2.46 2.59 2.49 
1.90 1.91 1.92 1.94 1.93 1-96 
43.22 44.8 56.35 54.4 30.2 30.2 

3.5/42人2・75.8/50人 5.58 
7.0 9.54 6.8 2.83 9.74 

オーバ21ー452.ヘ7一5ッ回0 ド1.5
オーバーへッド2.12

2/4104(.創4∞価) 2/2“1.凶-522 2/1590.9-558 4 
2f25a0“ •• 88-926 60 0 2/2540.6，78-ω 250 8 

9.2ω 10.782 5.102 5.127 
5.128 5.7∞ 6.552 5.602 5.155 53.苛155 
439 503 819 834 419 
446 510 452 426 480 
7.925 7.620 7.620 6.4ω 8.990 
1.邸弧 1.7ω 1.715 Iω，2s 79 1.926 1-.334 
回6 1.ω。 1.393 9槌 1.253 
587 960 1.036 594 1.∞3 1.044 
530 668 脱却 8ω 650 

11998858年-716飽末102予-2定8 I 19198836-年1予1ー定11 1984-8-16 1960-6-24 1975-3-27 1955-11-24 
1985-10 1978-2-3 

104 1凶 259 28 165 
出典:地繊航空シ:;t.テム

1.航路 1・2共に航行路線上に山岳地が存在し高度13，0∞ft(約3900m)を飛行する必要があり，
使用機体に与圧装置を有する。

2.福井空港の滑走路が1200m(昭和62年 8月現在)で，これより短い離着陸能力を有すること。

3.環状路線 1周あたりの飛行距離が航路 1，航路2それぞれ982km，792kmであり，これ以上の航

続距離を有すること口

4.各航路の区間需要は総て200人/日以上であり，運航頻度を適当数とするため基準の上限である

40-----60席級の機体が好まし~、口(表- 6) 

以上の条件に適する機材として，検討対象としてオランダ製F27-200フレンドシップ(50席)を

選択した。

選択した機材を用い

て立案した運航計画を，

表ー 7に記載する。便

数は需要に応じて配分

し航路 1では環状路

線に日本海側回り，内

陸回りにそれぞれ4機，

計8機を配置，各々が

1日2周し，各空港の

1日あたり便数は16便

(方向別8便)となる。

航路2では必要機材 6

機を各周回方向へ3機

づっ配分， 2周させる白

表-7 運航計画表

航路区別

路線区別

必要機材数

一回の運航時間

一回の運航距離

総運航時間/日

総運航距離/日

総着陸回数/日

座席利用率

航 路 1 

環状 往復

8 機 4 機

4:57 4 : 40  

9 8 2 k町 9 9 2 km 

52: 22 26:40 

15712k町 7 9 3 6 km 

80回 3 2回

84. 1 % 

商i 路 2 

環状 往復

6 機 2 機

4:18 3 : 40  

7 9 2 km 708k回

31:40 14 : 1 2 

9 5 04 kro 4248k田

60回 24回

76. 2 % 
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各空港 1日あたりの便数は12便(方向別6便)となり便数に問題はないと思われる白往復路線の設定

されている区間では，更に往復便数が加算される o (図-8，図-9) 

また運航効率の目安として座席利用率が挙げられるが，立案した運航計画によると座席利用率は

航路 1，航路2ともに75%を超えており，現在就航中のコミューター航空の平均が約60%であるこ

O 
11大阪空港

d 

ーーー一一環状 8機 x2周

ー一一ー往復:4畿x2往復

注.往復路線は大阪ー訟本一新潟

を往復する。

図-8 中部環状コミューター航空運航計画図(航路 1) 

d 

一一一一環状:6機x2周

一一一一往復:2緩x3往復

注.往復路線は名古屋一松本一新潟

を往復する。

図-9 中部環状コミコーター航空運航計画図(航路2) 



とを考!草すれば，良好な運航効率を有しているといえる。

4.2 採算性検討の手法
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運航計画に基づき機材を航行させた場合に要する各経費を諸項目の原単位と算定式を用いて算出

する口コミューター航空運営の費用は，機材航行に直接必要な運航経費と，事業を管理する一般管

理費の2つに大別され，その合計を総費用として扱う。諸項目の原単位と算定式を表-8に，また

我が国における空港の各種使用料を表-9に記載する O 次に以下の算定式により，各航路の採算の

かなう距離あたり運賃を算出する D

C = (Co + Cm) / (L D ・L)・T

C:採算のかなう距離あたり運賃

Co :運航経費

Cm:一般管理費

D:区間需要

L:区間距離

r 販売手数料，通行税による低減率

算出された運賃を現在就航中のコミューター航空の運賃，あるいは競合する交通機関運賃と比較

することにより，設定した中部環状コミューター航空の有する優位性，妥当性，競合力等のポテ γ

シャルを評価することができる。

表-8 設定原単位と算定式

項 目

(1)航行費

1パイロット人件費 55000r6000千円{年間給与/人)x2.5人(ー樋当り必要人数)x必要機数Xl.12(福利厚生割増}

2コ・パイロット人件費 4000千円(年間給与/人)x2.0人{一機当り必要人数)x必要機舷Xl.12(福利厚生割増)

3'料費 鎗斜単価(円/且)x年間運航時間X機材別時間当り消費料Xl.似5(訓棟割漕)

4潤滑油喪 0.6千円(潤滑油単価f時間)x年間運航時間Xl.045(訓練膏j噌)

5煽料税 0.026千円(燃料税14)x年間運航時間X樋羽l¥IJ時間当り消費料X1.045(訓練曹j地)

(2) 機付費

1航空撮減価償却費 {航空樋購入額{円/機)XO.削減価償却寧)+耐周年数)x必要機数

(3) 盤備費

l盤備士人件費 4000千円(年間給与/人)X3.0人{ー織当り必要人数)x必要後数Xl.12(福利厚生膏l噌)

2盤備. 11備費単位(槍材別/時間)x年間運航時間Xl.045(訓棟割増}

3聾傭周治具歯車価償却費 50QO千円(膚入額)XO.9(減価償却事)+4年(耐周年敵)

(4) 飛行渇喪

1着陸斜 着陸料単位(樋材別IIiiI)X年間運航回数Xl.045(銅線割増}

2航行援助施般利用料 利用科単位(織材別/固)x年間運航回数Xl.045U;IIlat剖増}

3格納庫使用料 格納庫使用料{慢紛別)x必要樋散x365日

(5) 運送・運航畏

l運航管理者人件貨 3500千円(年間給与J人)Xl.O人(必要人激)Xl.12(福利厚生割増)

2運送寮務受託費 2500千円(年問委託費/空港)xローカル空港数

3運航鰻助.8委託費 1.9千円{受託横/回)X年間運航回敵

4無縁滅価償却費 20∞千円(間入額)x空稽歎XO.9(減価償却串)+印年{耐周年微)

5車両等減価償却奥 50∞千円(麟入額)xO.9(減価償却車)+4年(酎周年数)

(6) 線客サービス費

1保安要員人件費 3300千円(年間給与/人)X2.5人{ー繍当り必要人撒)x必要樋敵x1.12(福利厚生制噌)

(7)保険料

I僧体保険料 健体価絡(円/樋)x概ItXO.9(保険繍)XO.OI8(保険病事I

2 b血客等保検料 100000千円(旅客I人当り保険額)xll供座席数(樋材別/機)x慢数XO.Oll(保険科事)Xl.J(鄭J'It保険制糟}

(8) 間被人件費

l飯9苦手敵料 年間旅客収入XO.05(手数料事)

2事務概員人件費 2500千円{年間給与/人)XJ人{本社要員)XI.12(編利厚生t/lIJ曹}

3智黒磯貝人件Jt 3500千円{年間給与/人)X(3人(本社費貝)+ローカ111空地要員(各空港l人))X1.12(楓利厚生帯'JI曽}

4役員人件費 7000千円{年間給与/人)x2人{本社要員)xl.12(備事l厚生押'lltl)

5過 ti挽 年間旅客41入XO.0909(税率}
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表-9 空港使用料

主要機種別着陸料
(60.12.31現在〉

国内線

機
種|胡;」lZな

着1特陸112B料3R4U8tl1 同H トン 門
ボーイング式 727-200型 79 1 63， 6001 100 

ボーイング式 737-200型 50 1 37，5001 96 

ボーイング式 747SR-IOO型 259 263，300 102 212，16C 

ボーイング式 767-200型 127 112，200 94 109，52C 

ダグラス式 DC-9-41型 52 39，300 95 69，280 

ダグラス式 DC-:9・81型 92 66，460 

ダグラス式 oC-IO-40型 202 I 194， 900 102 179，100 

ロッキード式 L-I011-
196 188，100 100 169，100 

エアパス・Aイ3γ00ダBス2Kト3d8リ5-Cー1式型型 137 123，200 98 128，360 

日ZnEピ謹ラY置トD霊式H式CyYs-4 S 11型
24 11，140 

-llA型 25 11，720 

ア
700 L DHC-6-300型

分

料用使設錨制
撤
一

直
航
一

b
劃

国

友

ワ

'

F

戸仔一
を一行一飛一際一

区

国
一

•• ・
冒
且
・
問

(60.11. 1現在〉

最大離陸重量〈ト γ〉 15未満

15以上100未満

100以上

2. 園内飛行を行う航空機

航空犠使用者 飛行態様最重【大ト陸Y量陸J 飛行距離(KM) 料
金

15未満 120円(定額

E期空及運送び不事定業期者周囲飛行 15以上 400以下 990円/トン

以外のもの 400より大800以下 1，230円/トン

i事闘!す周際する航る航航空空空様に 800より大 1，740門/トン

周囲飛行
15未満 120円(定額

15以上 810円/ト γ

陀の他の航空機 120円(定額

注 1 航行援助施股利用料.，無線施政 (VOR/DME，ILS等).
通信施股〈対空通信施般， テレタイプ等).管制施股(航空
路監視レーダー，空港監視レーダー等)等の航空繊の航行
を援助するための施般の盤備及びその維持運営に要する費
用を附うため.本邦内において着鐙する航空犠の使用者か
ら徴収される利用料であって，昭和46年7月に設定された。
2 周回飛行とは，同一飛行場において離発着する飛行をい
う。
3 隊島叉は沖縄島に所在する飛行場に離発婚する航空慨に
ついては，!Iーポジェットはその 2/3に.その他のものは
その 1/2(120円(定額)のものは 1/4)に相当する金額と
なっている。

i仏典:数字でみる航空

4.3 7ィージピリティスタディ

各航路の諸項目あたり必要経費とその合計を表ー10に，運航コスト内訳と採算のかなう距離あた

り運賃を表-11に記載する O この結果，各航路運航の為に必要な 1日あたりの総コストは，航路1.

約2，700万円，航路2.約1，700万円となった。コストの内訳を見ると両航路とも燃料費，機材費，

整備費，飛行場費の割合が大きく，総コストの約70%以上を占めることが判った。対して人件費は，

低い原単位と必要最低限人数に設定したためか，双方とも約 7%以下と小さい。

距離あたり運賃は，航路 1が37.46円/km人，航路2が48.75円/km人となった。我が国を就航中の

2地点間コミューター航空の平均距離あたり運賃は，昭和60年度実績値で、約75円/同人であり，こ

れと比較するとかなり低運賃であることが判る。現存するコミューター航空では会社や路線によっ

て，距離あたり運賃には大きな差が見られるが， 日本近距離航空の札幌-函館闘では43円/km人，

朝日航空の種子島 屋久島問では165.7円/km人と，上限と下限の聞には実に122.7円/人同の差額が

ある口一般に座席数の少ない機材を使用している区間は，運賃が割高になる傾向が見られる口

算出された距離あたり運賃に基づいて，中部環状コミューター航空の各路線区間毎のタイム・コ

ストテープールを作成すると表-12のようになった。現在対象地域に定期就航している航空路線は，

大阪一新潟，大阪一松本，名古屋一新潟の 3路線であるが，現行運賃は各々21，700円， 13，700円，

18，600円である。これに対して設定コミュータ一路線の試算運賃は同区間において， 18，430円(航

路 1)，10，339円(航路 1)， 17，258円(航路2)で，ほぽ現行の定期航空便運賃に近くなり， コミュー

ター航空としては，非常に低廉な運賃で運航できることが明らかとなった白
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表-10 諸項目の必要経費 表-11 運航コスト内訳

項目 航路 l 航路 2 航路区llll

(l)ー1 552317 368211 1.人件賓 :1'1 

ー2 294551 196368 (1)直後人件費 人数

ー3 4326831 2511349 J~イロット 30人

四4 495602 287668 コ .J~イロット 24人

ー5 1125299 653197 強備士 36人

(2)-1 7212329 4808220 運航管理

(3)ー1 441827 294551 保安要員

ー2 3895265 2261067 (2)間後人件費

-3 3082 3082 事務職

(4)ー1 1087887 805877 営業職

-2 2176944 1512324 役員

-3 43200 28800 2.燃料喪

(5)ー1 10740 10740 3.整備費

-2 2128000 1596000 4.機材費

-3 34245 34245 5.委託費

-4 2466 2466 6.保険料

-5 3082 3082 7.飛行場費

(6)ー1 303778 202518 '* 言十

(7)ー1 519288 346192 lkm当たり運賃/人

ー2 2350684 1567123 

(8)ー1 23013 

ー2 85917 

-3 42958 42958 

計 27159305円 17644968円

我が国でコミューター航空の発達が遅れている理由に，

「事業規正JI空港問題JI航空会社の採算性」の3つ

があることは冒頭で触れたが，現在では事業規正，空港

問題は徐々に改正，改善の方向に向きつつある口残る 1

つは航空会社の採算性の問題で，これは事業団体がコミュー

ター航空に参入する際の最も重要なポイ γトとなってお

り，従来採算のかなう見込みがないため参入を控えてき

た口本研究では中部圏にコミューター航空を開設する際

の実現可能性を検討してきたが，充分な需要が見込まれ，

採算性には問題がなく競合力を有することが確認できた。

加えて，中部の高速交通体系の現状や社会情勢を考慮す

れば，都市間輸送路線として実現可能性を十分有すると

考えられる O

5 .おわりに

航空輸送の中でコミューター航空は，より日常的な性

格を持っており，地域の足として定着するところに，適

1人

30人

3人

8人

2人

航路 l 航路 2

1755101 6.5% :円 1224276 7.0% 

1603213 5.9% 人数 1072388 6.1% 

552317 20人 368211 

294451 16人 196368 

441827 24人 29455 

10740 1人 10740 

303778 20人 202518 

151888 0.6% 151888 0.9% 

32013 3人 23013 

85917 8人 85917 

42958 2人 42958 

5947732 21. 9% 3452214 19.6% 

3895265 14.3% 2261067 12.8% 

7220959 26.6% 4816850 27.3% 

Z162245 8.0% 1630245 9.2% 

2869972 10.5% 1913315 10.8% 

3308031 12.2% 2347001 13.3% 

27159305 100.0% 17644968 100.0% 

37.46円/km・人 48.75円/km'人

表-12 路線区画別タイム・コスト表

(航路1)

TIHE. 

新潟 富山 福井 長野 大阪

新潟 。:43 1:25 0:43 1:58 
富山 8016 。:22 1:26 1:15 
福井 12137 4120 1:48 。:33
長野 8091 13560 16557 0:55 

大阪 18430 10339 6218 10339 

COST.円

(航路2)

TIHE. 

新潟 富山 福井 長野 震知

新渇 0:43 1:25 0:43 1:31 

富山 10433 0:22 1:26 1:05 

福井 11895 5362 1: 10 。:23
長野 10530 17648 12285 0:28 

大阪 17258 10920 5557 6728 

COST.円

:空港停留時間1空港につき20分を含む.

昭和61年定期便TIMEーCOST表

TIME. 

用性を見い出し成立するものである。本研究では、中部 COST. 
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圏において実現可能性を検討してきたが，採算性からも社会的背景からも，地域の足として成立す

る条件をほぼ有することが明らかとなった。今後は，産業路線，フィーダ一路線，観光路線等， 目

的や需要に応じた様々なケースを考察しその一体的なネットワークの構築についての検討を進め

ていく必要がある。

なお，本研究の分析には，名古屋大学大型電算機センターのシステムを利用した。また，本研究

を進めるにあたり福井県港湾課橋本栄治氏および側日本空港コ γサルタンツ古瀬東氏の協力を得た。

記して感謝する次第である。
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